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要旨
　ホームレス自立支援センター（以下、センター）は、2015年 4月にホームレスの自立
の支援等に関する特別措置法（以下、特措法）から生活困窮者自立支援法（以下、新法）
に法的根拠が変更された。
　本研究は、上記変更に伴うセンターの位置づけの変化について、先行研究、特措法や新
法の条文、一時生活支援事業運営の手引き等を用い分析を試みた。
　これらの法制度の解釈に基づき、新法に基づくセンター事業の実施体制の一事例として
東京都における路上生活者対策事業の概要を検証した。
　その結果、新法が想定する自立の考え方に準拠すれば、センターは就労自立のみならず、
日常生活、社会生活の観点から自立支援を行う施設へ役割が拡大する可能性を見いだせる。
　しかし、東京都の実施体制を見る限りでは、根拠法の変更に伴う運営上の変化は見られ
ず、引き続き就労自立に特化した支援体制が維持されていた。すなわち、特措法に基づく
運営体制で生じていた「就労自立困難層」に対する支援策が脆弱であるという構造が継承
されていることを意味する。
　だが、今後のセンターの果たすべき役割は、「就労自立困難層」の再生産という状況を
踏まえると、いわゆる就労先とのマッチングという就労支援から脱し、新法の理念に基づ
く個人の尊厳の尊重を念頭に、日常生活、社会生活の観点からの多様な自立を支援し、地
域で安定した生活を入所者が手にする自立支援の実施が重要と考える。
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＊
人間科学研究所研究員／人間科学部社会福祉学科
武蔵野大学人間科学研究所年報第７号
－ 80 －
Ⅰ．研究の背景
　1990年代以降わが国では、経済停滞や雇用環境の変容等により国民の生活基盤が脆弱
化し路上生活者が増加した。当初、路上生活者への対応は民間の支援や各自治体による交
通費支給や食事提供等の臨時的・応急的な対応であったが、その後、センターが大都市を
中心に設置されるなど組織的に進められるようになった。　
　2002年に特措法成立により「国と地方自治体の役割を明確にしながら、ホームレス問
題の解決に取り組む」ことが求められ、ホームレスの自立支援体制が構築された。特に、
センターは、同法の趣旨に則った中核的な施設と位置づけられた。
　現在は、時限立法である特措法制定から10年以上が経過し延長期間に入っている。また、
新法施行に伴い、センターは、同法の自立相談支援事業及び生活一時支援事業に法的位置
づけが変更されている。
　そこで、特措法から新法移行が、センターの位置づけにどのような影響が生じているか
を問うことが、今後のホームレス支援を研究するにあたり意義があると考える。
Ⅱ．問題設定
１．研究の目的
　本研究の目的は、特措法から新法への移行がホームレスに対する自立支援のあり方にど
のような変化を生じさせたかについて、センターを一素材に明らかにすることである。
２．研究の視点
　本研究は、センターにおける自立支援に関し、実施体制の視点から論考する。その前提
として、はじめに政策的な理念・内容について論じ、その上で体制のレベルを考察する。
　具体的には、①特措法に基づくセンターに関する評価（従来型センターの評価）、②①
で明らかとなる課題に新法がどのように対応しうるか（新法による課題対応の可能性）、
③新法に基づくセンターは、どのような実施体制の変更が想定されるか（新法に基づくセ
ンターの位置づけ）という視点から検討する。
３．研究課題の設定
　本研究の研究課題は、①特措法に基づくセンターはどのような自立概念に基づき自立支
援が行われてきたか、②特措法と新法が想定する自立概念にどのような差異が見られるか、
③設立根拠の変更に伴い、センターが提供するサービス及び実施体制にどのような変化が
想定されるか、④根拠法の変更に伴い制度運営レベルでは、センターの位置づけは実際に
どのような変更が行われたか、の 4点である。
４．研究の枠組み
　本研究は、センターにおける実施体制を中心に考察するため、次の 3つのレベルに枠
組みを整理し、レベルⅠ、Ⅱを前提としてレベルⅢへの接近を図る。
　　レベルⅠ：概念…自立及び自立支援の検討
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　　レベルⅡ：内容…特措法及び新法に基づく支援内容の検討
　　レベルⅢ：体制… 特措法及び新法に基づく財源、マンパワー、権限と責任、方法・シ
ステムの検討
５．研究の方法
　本研究は次にあげる論文、資料を用いて論証を試みる。①「ホームレス」「自立支援セ
ンター」をテーマとした先行研究を概観する。また、②特措法・新法の条文、③厚生労働
省ホームページで公表された「一時生活支援事業運営の手引き」（以下、手引き）の内容
をふり返り、新法における自立支援の趣旨を明らかにする。また、これらの法の趣旨に基
づき、自立支援センターはどのような位置づけの変更が生じるのかという点について、東
京都における「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画（第 3次改訂版）」を用い、
新法を前提とした自立支援センターの運営の現状及び課題を検証する。これらから、セン
ターが新法に基づく自立支援を実施する際、どのようなサービスが提供可能と考えられる
かについて明らかにする。
６．論文の構成
　研究課題１では、文献レビューから先行研究の分析を行う。特に自立の概念への言及に
注目し、特措法に基づくセンターの課題を概観する。（Ⅲ－ 1）
　研究課題 2では、特措法と新法の条文比較から、自立概念の共通点や相違点を明らか
にする。その結果に基づき、新法の自立概念の特徴が研究課題１で明らかとなった点に対
しどの程度対応しうるかを検討する。（Ⅲ－ 2）
　研究課題 3では、新法に基づくセンターの役割を検討する。そのため、手引きに記さ
自立支援＝労働
市場への復帰（就
労支援）
図表１　ホームレス支援における自立支援センターの位置づけと実施体制
下段の網掛け部分は、特措法から新法へ移行に伴い、自立支援センターの機能強化、対象拡大が想定される要素を表す。
 （筆者作成）
武蔵野大学人間科学研究所年報第７号
－ 82 －
れた支援を実施することで、研究課題１で明らかになった点に対し、センターがどのよう
に改善する役割を担うことが想定できるかを検証する。（Ⅲ－ 3）
　研究課題 4では、これまでの検証を通して明らかにされた内容と実際の比較を試みる
ため、東京都における路上生活者対策事業の実施体制を手がかりに新法に基づくセンター
の運営状況及び課題を検証する。（Ⅲ－ 4）最後に、本稿の結論及び今後の課題を述べる。
（Ⅳ）
Ⅲ．研究結果
１．‌特措法に基づくセンターはどのような自立概念に基づき自立支援が行われ
てきたか。
　特措法第 3条第 1項では施策の目標として「①自立の意思があるホームレスに対し、
安定した雇用の場の確保、職業能力の開発等による就業の機会の確保、住宅への入居の支
援等による安定した居住の場所の確保並びに健康診断、医療の提供等による保健及び医療
の確保に関する施策並びに生活に関する相談及び指導を実施することにより、これらの者
を自立させること。②就業の機会の確保、生活に関する相談及び指導の実施その他の生活
上の支援により、これらの者がホームレスとなることを防止…」
1
をあげている。
　同法では「自立」の定義に言及した条文は見られないが、他の条文も含め就労に関連す
る事項が文頭に位置づけられていることから、就労自立が主な想定と考えられる。
　次に、センターは、具体的にどのような「自立支援」を実施していたのかを検討する。
　例えば、東京都の「路上生活者自立支援事業実施要綱（平成 27年 3月改正）」
2
では、
第 1項の「目的」、第 2項の「定義」に続く第 3項にて「就労支援」が記載されている。
そこでは、「自立支援事業における就労支援は、宿泊援護、相談及び指導とする」と記さ
れるように、就労支援の下位に「宿泊援護」「相談及び指導」が位置づけられている。
　この「相談及び指導」における各種相談として「①就労準備に向けた支援、②就労又は
転職に関する相談及び指導（以下『職業相談』という。）、③就労の継続に向けた支援、④
生活相談及び日常生活管理指導、⑤健康の維持・回復等の相談及び健康管理指導、⑥その
他法律相談、住宅相談等の専門相談」が記されている。また、職業相談のほか、就労支援
では「求職情報の提供、技能訓練、職場体験講習等の機会の提供などの便宜を提供する」 
3
とされる。
　さらに、センターにおけるアセスメントは、基礎アセスメントに続き「①就労準備に関
するアセスメント②職業相談に関するアセスメント③就労継続に関するアセスメント④地
域生活移行準備に関するアセスメント」を行うとされている。
　以上のように、センターは就労支援の特化が特徴的であり、特措法の自立の趣旨に則っ
た施設であると考えられる。
　次に、センターの支援に対し、先行研究ではどのような評価を示しているのかという点
について概観する。
　先行研究では①就労を前提とした自立観に対する課題への言及、②新たな自立観の構築
への提案が主な傾向であることが明らかとなった。
　例えば山田（2006）は、センターは就労に特化した支援メニューであるが、就労自立
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の実績が低位であるという課題を指摘
4
し「複線的アプローチ」
5
の提案をしている。加美
（2012）は、センターの支援がワーキングプアの再生産の場となる側面や自助努力のみで
は労働市場への参入が困難なホームレスが増加する中で、ホームレス対策は依然として就
労自立にのみ重点を置いているという点を指摘し、「半福祉・半就労」の支援が不安定な
就労に従事する者の生活安定化に有効であると論じている
6
。さらに、阿部 (2009)は、セ
ンター利用の拒否層、回避層を対象に、センターの利用意向に関する分析から路上生活の
開始時及びセンター利用開始時に生活基盤を喪失するというリスク構造を明らかにし、合
理的判断による利用拒否であるという実態を明らかにした
7
。
　以上より、政策主体の想定する就労を前提とした経済的自立を目指す支援のイメージ
は、当事者である路上生活者のニーズとの間にミスマッチが生じていることが明らかとな
った。
２．特措法と新法が想定する自立とは同一かあるいはどのように異なるのか。
　図表 2を見ると、新法の対象にホームレスが包含されていることがわかる。一方で特
措法では、「国（公的部門）の果たすべき責任」が明記されるが、新法では、法の目的と
いう次元においては見られない
8
。
　また、財源の点は、特措法第 10条に「財政上の措置その他必要な措置を講ずるように
努めなければならない」
9
とされるが、国庫負担率は明記されていない。実際の運用例と
して東京都の場合
10
では、国が 1/2、残りを都と 23区で折半していた（23区は均等で負担）
とされている。しかし 2008年に生じたリーマンショック等不況の深刻化に伴い、2009
図表２　ホームレス自立支援法と生活困窮者自立支援法の対比
（出典： エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社　図表7 ホームレス自立支援法と生活困窮者自立支援法
について「一時生活支援事業の運営手引きに関する調査研究報告書」平成 27年 3月）
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年度以降は「絆再生事業」
11
の一環として全額国庫負担で実施された。
　新法への移行に伴い、センターは必須事業である自立相談支援事業と、任意事業である
一時生活支援事業の構成となる。つまり、必須事業分の国庫負担率は 3/4、任意事業の国
庫負担率は 2/3以内であると法律で定められた事業となる
12
。この点は、制度的な進歩と
解釈できる。だが運用レベルでは、直近まで全額国庫負担で運営されていた事業に各自治
体の財政負担が求められることとなる。特にセンターは、事業の一部が任意事業となるた
め、その開設及び終了は各自治体の判断に委ねられることとなった。
　さらに、特措法は時限立法であり有効期間内に法の延長の可否を審議する必要があるが、
新法は恒久法であるため、センターの事業運営に対する法的な安定性が向上したと言える
13
。
　次に、「自立」の捉え方を比較すると、新法では「生活保護に至る前の段階の自立支援
策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立支援事業の実施、住居確保給付金の支給そ
の他の支援を行うための所要の措置を講ずる」
14
とされ、第 2のセーフティネットを全国
的に拡充して包括的な支援を行うことをねらいとしている
15
。また、同法の基本的視点の
1つとして位置づけられる「自立と尊厳」では、「本人の内面から沸き起こる意欲や思い
が主体となり、支援員がこれに寄り添って支援する。本人の自己選択、自己決定を基本に、
経済的自立のみならず日常生活自立や社会生活自立など本人の状態に応じた自立を支援す
る。生活困窮者の多くが自己肯定感、自尊感情を失っていることに留意し、尊厳の確保に
特に配慮する」
16
とされている。
　さらに、新法が法案として成立した「理由」として、「生活困窮者が増加する中で、生
活困窮者について早期に支援を行い、自立の促進を図るため、生活困窮者に対し、就労の
支援その他の自立の支援に関する相談等を実施するとともに、居住する住宅を確保し、就
職を容易にするための給付金を支給する等の必要がある。これが、この法律案を提出する
理由である」
17
と記されている。
　ここで、「その他の自立」に注目したい。厚生労働省は、同法に関する質疑応答集の中で、
「制度のめざす自立には、経済的な自立のみならず、日常生活における自立や社会生活に
おける自立も含まれることに留意することが必要である」
18
と述べている。
　以上より、特措法が想定する自立の考え方は、新法への移行により就労自立を超えた考
え方であることが明らかとなった。
３．‌設立根拠が新法へ移行するに伴い、センターが提供するサービスにどのよ
うな変化が想定されるか。
　新法に基づくセンターの位置づけを考察するには、施設設備面は、一時生活支援事業の
機能の視点から、支援機能は、自立相談支援機関の業務の視点から検討する必要がある。
そこで、①自立相談支援事業及び一時生活支援事業の概要を確認する。次に②これらの事
業がセンターの枠組みでどのように連動すると想定されるのかという点を検討する。その
後③新たなセンターの機能が、先行研究の概観を通して明らかとなった従来型のセンター
の課題に対し、改善に向けてどのような可能性を見出せるかを検討する。
　まず、自立相談支援事業は、生活困窮者の状況に応じた支援を包括的に実施する必須事
業として位置づけられている。特に、自立相談支援機関は、「生活困窮者からの相談に応
じ必要な情報の提供や助言等を行い、認定就労事業利用のあっせん、プラン作成等の支援
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を包括的に行う」
19
とされる。また、①本人の状態に応じた就労支援、②法に基づく事業、
③法以外の事業支援に関わっていくこととなる。したがって、自立相談支援機関の構成要
素である相談員、すなわちセンターの相談員は、これらの支援メニューを活用しながら当
事者本人の自立を包括的に支える役割が期待されている。
　次に、任意事業である一時生活支援事業の概要を検討する。この事業は、特措法に基づ
いて実施されていたセンターを新法に位置づけ直すために創設された事業という側面があ
る。また、「住居のない生活困窮者に対して、一定期間、宿泊所や衣食住の提供を有期で行 
う」
20
ことを目的とした事業であり、配置職員に係る費用は含まれない。
　また、図表 3によると、センターの利用により「状況によっては、本事業を利用して
いる間に仕事を探し、アパートを借りるための資金を貯蓄し、自立の支援ができます」
21
となっている。
　つまり、従来のセンターは、入所者自身の就労収入を貯蓄して居所を確保することが前
提であったが、新法では「状況によって」という接頭語がついていること、さらに、語尾
が「できる」という規定になっていることから、入所者の自助努力以外の選択肢に含みが
持たされている。この点は、個別状況に応じた幅広い支援策を検討できる点は評価できる。
だが、どのような制度が選択可能かは明らかではない。
　以上から、一時生活支援事業のみでセンターを規定すると、施設設備に基づくサービス
提供に限定され、支援の選択肢が狭くなる印象を受けるが、相談支援は、自立相談機関の
図表３　一時生活支援事業について
（出典：前掲「一時生活支援事業の運営手引きに関する調査研究報告書」　図表 6 一時生活支援事業について）
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相談員の役割から実施するため、センターの職員は、必然的に自立相談支援事業の相談員
という位置づけであるため、総合的には、支援の幅は広がるものと考えられる。
　最後に、新法に基づくセンターが、先行研究の検討より明らかになった課題をどのよう
に改善できるかという点を検討したい。
　第１に組織体制では、制度的に支援方針が多様化する一方で、その支援を実現する組織
体制の強化に関する方策は具体的に示されていない。そこで、特措法に基づくセンターの
組織体制を念頭に考えると、例えば、就労の支援課題を把握した場合、医療、法律相談な
ど各種の支援制度との調整機能を担う体制であった。また、就労支援では資格取得、スケ
ジュール管理、履歴書の作成や模擬面接の支援、就労継続と給与の貯蓄及び消費等の金銭
管理支援を行っている。さらに、住宅確保の際は、就労と生活のバランスを念頭に、単身
での地域生活への復帰に向けた包括的なサポートを実施する体制であったと言える
22
。但
し、これらは、早期就労自立が見込まれる者を想定したサービス水準のため、就労自立以
外の自立を目指す者が利用可能となるような条件の整備及び実施体制の構築が求められ
る。
　第 2にマンパワーの点では、従来の支援スキーム主導の就労支援から、個別化された
自立を伴走しながら支える支援への転換が求められる。そのためには、支援者 1人あた
りで支援可能な量的な上限を考慮し、事業規模やマンパワーの適正化の取り組みが必要で
ある。
　第 3にサービスの点では、従来、二次的に実施された日常生活、社会生活自立の支援が、
新法では中核的なサービスに位置づけられる。今後、センターの職員に加え、自立相談支
援機関に属する相談員との連携に基づき、多様なニーズにいかに対応するかを検討する必
要がある。
　第 4に方法・システムの点では、アセスメントの目的を就労自立の可否の選別するス
クリーニングから、多様な自立のあり方を念頭に「どのような自立を目指すのか」という
視点に変更し、個別化されたニーズに基づく支援方針を導くことへの変更が必要となる。
　第 5に財源の点では、先述のように実質的な自治体の財政負担が増加する。これに対し、
広域対応による事業実施等による、財政負担の軽減策を図る必要性も考えられる。
　第 6に権限の点では、特に、センターを中心とした支援者間の連携における権限に注
目する。新法の中でのセンター相談員と自立相談支援機関の相談員との連携、生活保護へ
の移行の際は、福祉事務所ケースワーカーとの間で関係調整が必要である。
　新法での支援の可能性と限界は、自立相談支援機関の専門的判断の範疇であり、生活保
護の要否は福祉事務所が判断する領域となる。この判断に基づく支援の受け渡しが円滑に
進むように両者の権限の住み分け及び重なり合いの程度の調整が必要である。
４．‌根拠法の変更に伴い、センター事業の実施体制にどのような変化が見られ
るか。　～東京都におけるセンター事業の実施体制を手がかりに～
　前節までは、センターの設立根拠が特措法から新法へ移行するに伴い想定される変化に
ついて法解釈の視点から検討した。本節では、根拠法の変更に伴う変化を制度のレベルか
ら検証するため、東京都における路上生活者対策事業の実施体制に注目する。
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4-1．東京都の取り組みに注目する理由
　本稿が東京都の路上生活者対策事業の取り組みに注目する理由として以下の 2点を挙
げられる。まず、①東京都は、これまでの路上生活者対策事業において国レベルの政策よ
りも「先駆的な取り組み」を実施している自治体という点である。先述のように特措法は
2002年に制定されたが、全国初のセンターは 2000年（平成 12年）10月に大阪で設立され、
翌月には東京都も 2ヶ所の自立支援センターが開設した経緯がある。
　次に、②新法へ対応するための具体的な方針を明示している点である。東京都は 2014
年 6月に「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画」を策定した。さらに、翌年
9月には新法の施行に伴い、その内容を「実施計画（第 3次）」（以下、実施計画）として
一部改訂を行うなど、新法を前提とした対応の具体化を進めている
23
。
　さらに、実施計画の内容を踏まえると「センター入所の早い段階から一貫した就労支援
を行い…新法移行後も都区共同の自立支援システムが、これまで提供してきた支援内容が
変わることはありません」としている
24
。
　以上から、これまでにホームレス支援に先駆的な取り組みを実施する一方、根拠法の移
行後も前節までに検証したような支援構造上の課題が内包される支援システムを継承する
という東京都の取り組みに注目し、新法に基づく多様な「自立」について自立支援事業を
通してどのように具体化していくのかという点から、センターの位置づけを検証する。
　そのため、本節は特に「就労自立困難層」への支援に着目し、第 1にセンター入所者の内、
「就労自立困難層」はどの程度発生するか、第 2に生活保護受給を前提に居宅生活が可能
と認められる判断はどのようになされるか、第 3にセンター退所後の場がアパート等で
の居宅生活ではないと決定された場合、居宅以外での支援方針として選択される主な生活
の場における生活環境及び支援内容は、その後の居宅生活の可能性を見極めるための判断
を行うための基準を満たしているのか、という点から考察する。
4-2．「自立支援センター入所後に就労自立困難層はどの程度発生するか」について
　図表 4は、東京都のセンターにおける支援の第一段階である、緊急一時保護事業の退
所理由を示している。この内、「自立支援センター入所」とされる層が第二段階である自
立支援事業への移行、すなわちセンターで支援が継続される層と言える。したがって、そ
図表 4　緊急一時保護事業終了後の支援方針
（出典：東京都福祉局「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画（第 3次改訂版）」平成 27年 9月　P20）
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れ以外の理由で緊急一時保護事業を終了した層は、第一段階で発生した「就労自立困難層」
となる。
　次に、図表 5は、図表 4の「自立支援センター入所」とされた者を母集団とした者の
退所理由の類型である。この内「就労自立」とされた者が事業目的に基づく「自立者」と
して捉えることができる。したがって、「就労自立」以外の理由でセンターを退所してい
る者は、第二段階で発生した「就労自立困難層」となる。
　これらの図表 4および 5の内容を統合してみると、センター入所者が最終的に事業目
的である「就労自立」という結果に到達できるのは、概ね 3割程度であると言える。す
なわち、センター入所者の概ね 7割が「就労自立困難層」として、退所している実態が
見られる。
4-3．‌「生活保護受給を前提に居宅生活が可能と認められる判断はどのようになされている
か」について
　図表 6は、新法施行に伴う東京都の自立支援システムの変化の概要を示している。「新
法施行後」のフローを見る限りでは、センター入所後に「就労自立困難層」における継続
的支援の方針が確認できない。そこで、「新法施行前」の自立支援システムの図に基づい
て検討を進めたい。
　新法施行前のフローでは、センターにおける「就労自立困難層」の継続的支援は、福祉
事務所を経由し、「更生施設・宿泊所・医療機関等」が想定されている。つまり、生活保
護法による対応と言える。
　東京都は、ホームレス状態にある者に対する「生活保護の適用に際し、居宅生活をする
ことが困難な場合が多いため、その場合には、保護施設を活用すること、需要に応じるた
め無料低額宿泊所の活用も行われる
25
」との見解を示している
26
。
　この見解を踏まえると、センターにて「就労自立困難層」と判断された人は、あくまで
もセンター利用期間内における就労自立が困難であるということに言及されたのみであ
り、必ずしも「居宅生活をすることが困難」な人とは断定していない。
　しかし、「就労自立困難層」は、センターにおける生活実態は有するものの、自立支援
住宅への移行者を除き居宅生活の可否についてセンターによる評価を受けてはいない。
図表５　自立支援センターにおける退所理由の割合
（出典：東京都福祉局「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画（第 3次改訂版）」平成 27年 9月　P20）
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　したがって、センターにて「就労自立困難層」と判断された人が即ち、居宅生活も困難
であると判断することはできるのだろうかという疑問が生じる。
　そこで、就労自立困難者に対し「直ちに居宅生活の可否」を判断するためには、①どの
ような主体がどのような基準に基づいて判断するのか、「居宅生活：否」と判断された場
合②「保護施設」はこれらの者の継続的支援の場としての入所機能の強化がなされている
のか、加えて、「多くの需要に応じるため」に位置づけられる③「無料低額宿泊所」は、
保護施設の代替として入所中のサービスを通じて「居宅生活：可」となるような支援が実
施されているのかという点を明らかにする必要があるものと考えられる。
　（1）「直ちに居宅生活の可否」の判断の主体は？
　本稿の対象となる「就労自立困難層」は、センターにて支援を受けているため、「居宅
生活の可否」を判断する主体は、生活の場であるセンター、もしくは、生活保護の要否を
判断する立場である福祉事務所のいずれかであると考えられる。
　まず、センターが就労自立困難者の「居宅の可否」の能力について判断する主体である
と仮定し、センターの支援プロセスを概観する。
　図表 7は、センターの支援過程において「就労自立困難層」として判断される構造を
図式化したものである。この図に基づくと、センターでの「自立」の判断基準は就労の可
否及び継続の視点から地域での居住生活の可能性を判断しているが、居住生活能力につい
ては、自立支援住宅に入居する局面までは判断されていない。すなわち、支援の終盤に至
る前までに、「就労自立困難層」とされた者に対しては、「居宅生活」の能力を有する者が
混在している可能性が考えられる。
図表６　東京都における自立支援システムの対比
（出典： 東京都福祉局「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画（第 3次改訂版）」平成 27年 9月 P23 
筆者により一部改変）
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　次に、保護の実施権者である福祉事務所が「居宅の可否」の能力について判断する主体
と仮定した場合を図表 8に示した。
図表７　支援過程における居宅能力の可否判断の局面（センターを仮定した場合）
（筆者作成）
図表８　支援過程における居宅能力の可否判断の局面（福祉事務所を仮定した場合）
（筆者作成）
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　福祉事務所は、生活保護の適用に際し居宅保護か施設保護の判断をする権限を有する
が、直近の生活の場であるセンターから、居宅生活能力を判断するための根拠となる情報
提供は受けていない。そのため、継続的支援策を決定する際には、居宅生活の能力の有無、
居宅生活に伴う生活課題の確認を目的に施設保護を決定する傾向が生じやすいと考えられ
る。
　以上より、現状ではセンターの利用を介しても、居宅生活能力の有無について見極めが
未実施のため、生活保護の適用に際し居宅生活能力の確認のためセンター以外の施設を利
用することが求められていると考えられる。
　（2）「居宅生活が可能」と判断される基準はどのようなものか？
　次に「居宅生活が可能」と判断は、どのような基準に基づいて行われるかを明らかにす
る必要がある。これまでの議論では、センター退所後の継続的支援は、生活保護の適用が
前提となることから、本稿では、「生活保護別冊問答集」（2016）の枠組みに準じて検証
することとする。すなわち、以下の 6点であり、これらの視点について「全てを満たす
ことを要件に居宅生活ができると判断すべきでないので留意すること
27
」とされている。
　①「金銭管理」：計画的な金銭の消費ができるか　
　②「 健康管理」：病気に対しきちんと療養することができるか、服薬管理ができるか、
規則正しい生活習慣、栄養バランスを考慮した食事、病気療養のための断酒、禁煙
　③「家事、家庭管理」：食事の支度、部屋の掃除、整理整頓、洗濯
　④「安全管理」：火の元の管理、戸締り
　⑤「身だしなみ」：外出時の身なり、定期的な入浴習慣
　⑥「 対人関係」：人とのコミュニケーションが図れるか、人に迷惑をかける行為はない
か
　つまり、地域生活を営むための最低条件を満たせているか否かが基準と考えられるため、
必ずしも厳しい条件ではない。同時に、保護施設や無料低額宿泊所の利用を通して実施さ
れる支援が、この水準を充足しているかという点が支援の質を判断する基準とも言える。
　以上の議論を踏まえ、居宅生活の可否に関する判断基準は、上記 6項目と考えられるが、
必ずしもすべての項目を当事者の能力のみで満たすことは求めていないこと、一方、支援
過程において居宅能力の有無を判断する局面の乏しさが、継続的支援策として居宅保護よ
りも施設保護を検討する傾向の一要因となっていると考えられる。
4-4．‌「無料低額宿泊所の環境及び支援内容は、『居宅生活が可能』と判断される基準を満
たしているか」について
　（1）「保護施設」の活用について
　東京都はホームレスに対する生活保護の適用に際し施設保護を選択する場合、保護施設
の活用を念頭に、より需要に応えるために無料低額宿泊所の活用を行うとしている。
　東京都内には平成 29年 3月現在、保護施設として救護施設 10ヶ所、更生施設 11ヶ所、
宿所提供施設 6ヶ所が存在する
28
。
　この内、救護施設は、いずれも、新法施行と関連し、センターにおける就労自立困難層
を受け入れるために特段の機能強化はなされていない状況である。
　宿所提供施設は、いずれも女性及び母子を入所対象としており、男性単身が対象となる
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センターとは入所対象者が異なる。さらに更生施設は、11ヶ所の内、3ヶ所は女性が入
所対象である。また、その他 8ヶ所の更生施設では、以前より早期就労自立の想定が困
難な路上生活者の入所受入れを実施しているが、救護施設同様に新法施行に伴い機能強化
が図られたとは言えない状況にある。
　したがって、東京都の見解と保護施設運営の状況を比較すれば、センターにおける就労
自立困難者の主な「受け皿」は、無料低額宿泊所が担っているものと推測される。
　（2）無料低額宿泊所の活用について
　無料低額宿泊所の活用について、2013年（平成 25年）8月の東京都の調査によると「宿
泊所利用者の約 3割が元ホームレス」「利用者の 9割強が生活保護受給者」であること、
支援内容に関しては、「多様なサービス提供がなされているものの、その取り組み内容は
事業者によって大きな差が見られる…居宅生活に移行するための一時的な場であるが、長
期間滞留する傾向」を課題として挙げている
29
。
　同様に厚生労働省による 2015年（平成 27年）の「無料低額宿泊事業を行う施設に関
する調査」では、「平成 27年 6月末現在、全国に 537ヶ所の無料低額宿泊所が回答して
いる（無届施設は除く）。その内、東京都内には 161ヶ所が存在している。入所者 4,069
名の内、3,779名が被保護者である
30
」ことを明らかにしている。
　そこで、本稿では、センターにおける「就労自立困難者」の主な継続的支援の場は無料
低額宿泊所であるとの見解に至った。
　（3）無料低額宿泊所では、どのような支援が実施されているか
　無料低額宿泊所で提供される生活環境及び入所期間中に受けるサービス内容を検証する
ため、無料低額宿泊所に関する先行研究の論者の見解を、生活保護別冊問答集に記載され
る６項目を分析枠組みとして検証した結果を図表 9に示した。
図表 9　無料低額宿泊所ではどのようなサービスが実施されているか？（先行研究より）
無料低額宿泊所
①金銭管理 支給された生活保護費の多くは、施設利用料、食費、共益費等で徴収され、手元
に残る現金は 1～ 3万円程度。この現金を用いて、求職活動、日中活動の経費に
充当すると、金銭管理が必要な金額を手にしておらず、支援の一環というよりも、
施設運営費の確保の色彩が強い。
②健康管理 食事内容は、インスタント食品や加工食品、粗末な米、あるいは揚げ物中心の配
食弁当の形態が中心。宿泊所利用と抱き合わせとなっており選択の余地はない。「栄
養バランスを考慮する」ための栄養指導を行う栄養士、あるいは、健康管理を行
うための嘱託医、看護師等の専門職スタッフは配置されていない。
③家事、家庭管理 調理が行われている宿泊所では、自炊もしくは入所者が共同して調理を行ってい
る事例が紹介される。しかし、調理に携わる職員が退所後の生活を想定した支援
の一環として実施されているとは言い難い。衛星管理面では、清掃状況以前に、
居住施設全体の衛生面を宿泊所運営側が十分に担保できているかという次元で問
題提起がなされている。
④安全管理 部屋は 2畳程度と狭く鍵もかけられない宿泊所も存在する。盗難のトラブルが多
発するため、貴重品は肌身離さず持つ事例も見られる。
⑤身だしなみ 入浴の頻度は「1日おき」あるいは「2日に 1回」の入浴機会が確保されている。
⑥対人関係 宿泊所内でのトラブルを回避するためか、他の利用者の居室やフロアへの入出が
禁止。一方、談話室等の歓談のスペースが無い宿泊所も存在。利用者でもある寮
長の気分により罵倒される事例も存在する。
 （筆者作成）
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　無料低額宿泊所では、法的に対人サービスの実施は求められていない事業である。しか
し、無料低額宿泊所の多くは、付加的なサービスを実施することにより利用料として、住
宅扶助の基準額以上の金額を徴収している状況と言える。
　支援内容について例えば、山田（2011）は「宿泊所の中には、不透明な名目で多額の
経費を徴収し本人の手元には 1～2万円ほどしか残らない
31
」と述べている。また猪股
（2009）は「施設管理者の入所者に対する暴言や暴力、管理者の恣意による退寮処分、入
所者同士の会話禁止など不当な自由の拘束がある
32
」と指摘するように、先行研究の論者
の見解を踏まえると、無料低額宿泊所は、生活保護の適用の場であるが、必ずしも居宅生
活能力の見極め、スキル向上を目指した支援の場とは言い難い。
　生活環境の劣悪さ、費用とサービス内容の不均衡、生活保護費の搾取、行政と事業者の
癒着構造、生活保護費の費用負担については、広域自治体と基礎自治体の費用負担の構造
上の問題が存在するなど無料低額宿泊所の課題点が指摘されている。
　以上のことから無料低額宿泊所は、生活保護適用の場ではあるものの、居宅生活への移
行を見極めるための支援を実施しているとは言えない環境である。
　したがって、無料低額宿泊所は、「退所後に居宅生活を可能とするための支援を実施す
る場」とは言い難いと考えられる。
Ⅳ．考察
　研究課題１では、特措法に基づくセンターをテーマとした文献レビューから次の 2点
が明らかとなった。第 1に、センターは、特措法の趣旨である就労自立を念頭に置いた
自立支援が行われていたが、その結果は必ずしも有効とは言えないということである。
　第 2に、就労自立を前提とした自立の概念の限界性及び新たな自立観を構築するため
の要素として、「社会関係」、「複線的」「多様性」等の観点から研究が進められている。
　これら、先行研究の論者による指摘を受け、研究課題 2では、特措法と新法に基づく
自立の概念の比較を試みた。その結果、各法の「自立」の射程は異なっており、特に新法
で想定される自立の概念は、就労による経済的自立に特化せずに日常生活自立、社会生活
自立を包含した概念であることが明らかとなった。したがって、研究課題１で明らかとな
った特措法におけるセンターの課題点に対し、新法に移行することにより状況の改善に向
けた可能性を見出した。
　研究課題 3では、センターの設立根拠が新法に変更することに伴い、どのような変化
が生じ得るかという点について、主に就労を前提とした自立観に対する認識の変更、アセ
スメントの視点、職員体制、財源や権限などの点から、検討すべき課題点を明らかにした。
　最後に、研究課題 4では、これらの法制度の変更を受け、東京都における路上生活者
対策事業を手がかりに、実際に、どのような支援体制の変更が生じているのかという点を
検証した。
　　その結果、特措法に基づくセンターにおける支援実績、労働市場、経済状況の厳しさ
を踏まえると、これまでの「就労自立の低位」という状況は、東京都の示す「センター入
所の早い段階から一貫した就労支援」を行うことが、必ずしも有効な改善策とは言い難く、
「労働市場への早期の復帰かつ、その後の安定した生活を維持する」ことの実現可能性は
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低いと考えられた。
　しかし、早期の一貫した就労支援の実施は、速やかにセンターにおける 7割の「就労
自立困難層」を抽出できるという側面に着目し、この 7割の層の「地域で安定した居住
生活」を目指すため、個別のニーズに応じた自立を支援していき、労働市場に限定せず、
地域での安定した生活を維持するための橋渡しをすることが今後のセンターの役割と考え
られる。
　また、現状において「自立困難」を理由としたセンター退所者の継続的支援策として主
に利用される無料低額宿泊所は、その後の地域生活への定着という目標に対する準備の場
として利用するための積極的な意義を見出すことはできなかった。
Ⅴ．結論
　新法に基づくセンターの新たな位置づけとして、就労自立困難層の居宅生活能力につい
て適切なアセスメントを実施し、地域での居宅生活の実現に向けて必要となる支援の具体
化が新たな機能として期待できるという点を、本稿における結論としたい。
Ⅵ．今後の課題
　本研究は、主に文献や文書資料に基づいてセンターのあり方を考察した。そのため、調
査等から実情を描いた上での結論に至っていない点は、本研究の今後の課題である。
　今後は本研究での成果に基づき、新法に基づくセンターは、実際にどのような施設運営、
利用者への自立支援を実施しているか、実態調査から明らかにする必要がある。
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